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東日本高速道路（株）（以下、「NEXCO 東日本」）では高速道路の長期的な「安全・安心」の確保し、

アセットマネジメントを適切に運用するため、保全計画会議が実施されている。そこで、各管理事務所で

の保全計画会議が適切に実施されているのか、運用状況等を把握するための調査を実施した。当初は現地

での調査を予定していたが、COVID-19 に伴う感染防止対策のため、遠隔でも可能な調査手法に変更した。

本報文では、アセットマネジメントにおける成熟度評価の遠隔による実施の手法や課題について報告する。 
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1. はじめに 

 

(1) NEXCO東日本のインフラ管理について 

 NEXCO 東日本は、法令や規定等に基づき構造物の点

検・調査を実施、変状を適時・的確に分析・評価し、必

要に応じて緊急・応急対策を講じるほか、補修工事等を

計画・実施し、適切に高速道路（資産）を維持管理して

きたところである。 

しかしながら、高速道路の供用年数経過に伴い年々構

造物の老朽化が進行し、今後は更に構造物の補修・更新

工事が増加して行く一方、工事作業員等の労働力不足や

コストの増加が懸念されるほか、点検実施者やインフラ

管理のマネジメントに携わるグループ社員等の技術者不

足が予測され、引き続き道路資産の健全性を維持してい

くためには、これまでの「仕事の方法」をより一層効率

化し、変革を進めていく必要がある。 

そのような情勢を踏まえ、2020 年からの SMH 第 1 期

運用 1)に合わせて、SMHツールを活用した土木構造物の

点検から補修に至るまでの一連の業務プロセスとその運

用ルール、運用体制および責任と権限について明確化  

を図った。 

 今後も引き続き、インフラ管理業務を着実かつ効率的

に実施するとともに、業務プロセスの継続的な改善を繰

り返すことで、将来にわたって懸念される課題に対応し

ていくところである。 

 

(2) SMH基本計画の概要 

 SMH とは「スマートメンテナンスハイウェイ（Smart 

Maintenance Highway）」の略称であり、社会インフラの

老朽化の進展、生産年齢人口の減少が進行する中、イン

フラの健全性を長期的に維持していくために、高速道路

の「安全・安心」の確保に向け、ICT やロボティクスな

ど最新技術を活用し、高速道路アセットマネジメントに

おける生産性の飛躍的な向上を目指すプロジェクトであ

る。 

 

図―1 SMH基本計画 

 

2. 保全計画会議の調査 
(1) 保全計画会議とは 

NEXCO 東日本のインフラ管理業務における年度業務

の PDCA サイクルは図―2 の通りであるが、年度計画の

策定に始まり、点検・補修の実施、点検・工事の進捗確

認、点検・補修計画見直しに至るまで保全計画会議が実

施されている。保全計画会議では、ビジネスインテリジ
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ェンスツール（以下、「BI」）が活用され、点検データ

や対策予定データ等が可視化されている。 

 

図―2 PDCAサイクル図 

 保全計画会議は、月 1回のサイクルで開催される保全

計画会議（月次）と年 1回のサイクルで開催される保全

計画会議（年次）がある。保全計画会議（月次）は、主

に点検・調査の結果を確認し判定区分や措置等の判定を

行う会議であり、保全計画会議（年次）では、主に補修

計画の策定・見直しを行う。 

 保全計画会議では、図―3のようなBIの標準シートと

標準シートに対応するシナリオがあり、会議で確認する

べき事項に関する標準化が図られている。 

図―3 BI標準シート 

各管理事務所での定着状況を把握するために保全計画

会議（月次）の運用状況等の調査を実施した。 

 

(2) 調査方法 

 保全計画会議の運用状況等の調査は、表-1に示す方法

で行った。緊急事態宣言中の調査のため、現地調査は 1

管理事務所に限定し、大半の管理事務所は録画映像また

は Web 参加による調査の実施となった。また、調査時

期の関係で月次のみの調査となった。 

 映像調査では各管理事務所より保全計画会議（月次）

の会議状況の録画映像（図-4）とWeb会議時に画面に映

し出している映像（図-5）を提供頂き調査を実施した。 

なお、映像調査では確認できなかった事項および詳細

を確認すべき事項については、後日、追加でアンケート

調査を実施した。 

 

 

 

 

表-1 調査方法 
 現地調査 Web参加 映像調査 

目的 現場に直接

伺い、会議

の運営状況

等を詳細に

確認 

Web会議に

参加し、会

議の運営状

況等を確認 

Web参加・現地調査

ができなかった事務

所の会議実施状況等

を動画映像で確認 

調査対象 1管理事務所 3管理事務所 
 

左記4管理事務所以

外全て（35管理事務

所） 
実施方法 ・現地参加 

・会議資料

の参照 

・Web会議

ツールを活

用してリア

ルタイムで

会議に参加 
・会議資料

の参照 

・事務所に撮影・録

画頂いた会議状況動

画やWeb会議映像

（図―4、5）を後日

視聴 
・会議資料の参照 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(3) 調査結果 

a) 保全計画会議（月次）の運用状況等の調査 

 全管理事務所の会議の概要（会議時間、参加者、会議

室の状況、会議のアジェンダ、会議の進行方法、使用資

料）、BI・シナリオシートの利用状況等を整理したが、

月次版標準 BI の利用が浸透していることが確認された。 

調査結果より、保全計画会議（月次）の運用方法等で

見られた優良事例は、SMH 通信という社内報を作成し

共有を図った。 

保全計画会議（月次）で使用する月次版標準 BI にお

いては毎年改善要望が上がっており、頂いた要望や意見

を反映させた改良版の月次版標準 BI を毎年展開してい

る。 

b) アンケート調査 

 保全計画会議（月次）の実施時期、保全計画会議（月

次）の会議記録、点検の進捗確認方法等、計 34 項目の

図―4 会議状況動画  

※画面上のデータはサンプルです。 

図―5 Web会議映像 
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設問を設けて調査を実施した。本アンケートから、多く

の管理事務所で保全計画会議（月次）を中旬～下旬に実

施しており、点検結果や措置の優先順位等を確認してい

るなど各管理事務所の運用方法が確認された。 

 

(4) 課題・評価 

a) 映像調査での問題点 

一部、会議映像の音声が聞こえない・不明瞭な事務所

があった。また、会議参加者のマスク着用により、会議

状況動画からでは、会議の出席者や議題ごとの報告者・

発言者の特定が困難であった。会議進行のあるべき姿等

を整理する上でも、今後は会議室前方からの映像提供等

により発言者の把握が必要となる。 

b)  保全計画会議（月次）のばらつきについて 

全管理事務所を対象とした本調査により、保全計画会

議（月次）のアジェンダ等、会議自体にばらつきは少な

いことが明らかとなった。これは、月次版標準 BI・シ

ナリオシートを基に保全計画会議（月次）を運用してい

るためと考えられる。しかし、保全計画会議（月次）前

の準備や会議後の作業など、詳細を把握出来ていないた

め、今後は更にヒアリング等での実態調査が必要である。 

c)  保全計画会議（年次）の調査について 

 本調査では、保全計画会議（月次）を対象に調査を実

施したが、今後は保全計画会議（年次）の運用状況等の

調査も実施する必要がある。 

 

３. 成熟度評価について  

(1) 成熟度評価とは 

成熟度評価とは、組織におけるルールやプロセスの整

備・運用状況を確認し、より良いツールや業務プロセス

を改善するためのチェック機能のことを指す。 

成熟度評価はマネジメントシステムの監査プロセス等

で広く利用される手法であり、監査の国際標準である

ISO19011（マネジメントシステム監査のための指針）に

沿って、NEXCO 東日本のインフラ管理業務と照らし合

わせて検討を実施した。 

 NEXCO 東日本では、現場状況の把握と自律的な改善

のための「自己評価」と会社全体のインフラ管理の状況

把握のための「成熟度評価」を一体的に運用するものと

考え、ISO19011 と照らし合わせると以下のフロー（図

―6）となった。なお、ISO19011 が示す「監査員の力量

及び評価」は、評価の質を高めたり、継続性を担保する

ために必要な仕組みであるが、喫緊での必要性はさほど

高くないことからフローから省略した。 

右記フロー（図―6）の「評価プログラムの実施」に

おいて必要となる、「自己評価、成熟度評価の実施」

（赤枠箇所）の検討も併せて行った。 

 

 
図―6 自己評価、成熟度評価の管理のためのフロー  

 

 (2) 成熟度評価の運用方法の検討 

 自己評価を今後実施するにあたり、保全計画会議（月

次）の調査等をもとに自己評価シート（案）を作成した。 

今後、自己評価シート（案）を活用することで、管理

事務所自らが適切にインフラ管理業務を実施出来ている

のか、確認することが可能となり、本社、各支社は、図

―7 のように各管理事務所ごとの横並びを確認し、成熟

度評価が可能となる。 

 

図―7 自己評価シート（案）記載例 

なお、自己評価、成熟度評価の管理の運用サイクルを

どの程度の周期で実施するか等を含め、自己評価、成熟

度評価の実施自体は現在検討中である。 

 

４. 今後のインフラ管理について 

 保全計画会議の運用状況等の調査を実施したが、遠隔

でもアンケート調査を併用することにより、保全計画会

議の調査が可能であることが確認された。一方で、各管

理事務所側の負担（映像の録画、アンケート作成等）や

映像調査での問題点（一部音声の不明瞭な箇所が出るな

ど）を考慮すると、詳細を確認するには現地調査、Web

参加方式の対話方式が有効であると考えられる。 

 自己評価、成熟度評価の実施については現在検討中で

あるが、各管理事務所、各支社、本社側の負担が最小限

となるように検討を進めていきたい。 
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